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思 いやりをカタチにします

共済はみんなで “たすけあう”仕組み。
仲間の“お祝い”や“お見舞い”など、思いやりをカタチにする

制度です。

総合（慶弔）共済

総合共済



  １．共済商品名称と該当する事業規約・細則  １．共済商品名称と該当する事業規約・細則
商品名………………慶弔共済
事業規約・細則名…総合（慶弔）共済
総合共済は、労働組合などの団体の構成員が加入し、被共済者やご家族の生
命、災害、傷病、慶事、就業の支払事由に対して所定の共済金をお支払いす
る共済制度です。

  ２．ご加入にあたって  ２．ご加入にあたって
（1）加入条件

共済契約（以下、「契約」といいます。）の申込みが次に該当する場合、契
約を締結できます。

①所属する団体の構成員となる人が20名以上であること。ただし、20名
未満であっても、共済金等の請求、掛金の収受、その他の共済契約に
関する事務（共済契約の締結の代理および媒介を除きます。）を遂行で
きる団体かつ、この組合が認める場合に限り、加入を認めます。

（2）共済契約代表者
　　契約者および契約申込者は所属する団体の代表者を共済契約代表者とし

て、その人に契約に関する一切の事務を委任するものとします。
（3）被共済者の範囲

被共済者は、契約者とします。
（4）基本契約

① 団体により加入できる契約の種類（型）が制限される場合があります。
② 被共済者１人あたりの支払事由ごとの共済金額の最高限度は、70万

円です。

  ３．共済契約の種類  ３．共済契約の種類
共済契約の種類（型）としては、交運１型・交運２型・交運３型です。
※交運２型については、退職者団体に所属されている組合員のみが利用する

ことのできる型となります。
※交運３型を申し込む場合については、全国労働者共済生活協同組合連合会

が実施する団体定期生命共済事業をあわせて利用することが要件となりま
す。

  ４．共済期間  ４．共済期間
共済期間は、１年です。

  ５．規約・細則の変更について  ５．規約・細則の変更について
この組合が事業規約・細則を改正した場合には、更新日時点における事業規
約および細則にもとづく掛金の額、保障内容等（支払事由、共済金の額、そ

の他の契約内容となるすべての事項）により更新します。
また、この組合は共済期間中であっても、法令等の改正または社会経済情勢
の変化、その他の事情により必要が生じた場合には、掛金の額の変更を伴わ
ない範囲で保障内容等を変更する場合があります。なお、この場合には、変
更する旨および変更後の内容ならびに効力の発生時期について周知します。

  ６．共済掛金（掛金）と払込方法について  ６．共済掛金（掛金）と払込方法について
（1）掛金は、契約の種類（型）によって決まります。実際に契約する掛金に

ついては、保障一覧でご確認ください。
（2）掛金は、現金（金融機関を経由した振込み）または口座振替で払い込む

ことができます。また、払込方法は「月払または年払」から選択できま
す（ご契約内容により選択できない場合があります）。

  ７．契約者割り戻しに関する事項  ７．契約者割り戻しに関する事項
契約者割り戻し金はありません。

  ８．共済金をお支払いする主な場合（主な支払事由）  ８．共済金をお支払いする主な場合（主な支払事由）
保障額の詳細は保障一覧でご確認ください。

思 いやりをカタチにします

総合（慶弔）共済

ご契約のてびき

（1）被共済者またはその配偶者が死亡した場
合【交運１型・交運２型】

（2）被共済者の子が死亡した場合 【交運１型】
（3）被共済者およびその配偶者の親が死亡し

た場合【交運１型・交運２型・交運３型】

被共済者が重度障がいとなった場合
【交運１型・交運２型】

（1）被共済者の居住している建物（その建物の
従物および付属設備を含みます。以下同
じです。）に、火災等により損害（消防また
は避難に必要な処置を含みます。以下同
じです。）が生じ、その損害の額が2,000円
以上となる場合。ただし、自然災害によっ
て生じた火災等による損害を除きます。
※居住している建物に損害がない場合で

も、家財に2,000円以上の損害が生じた
場合はお支払いします。

（2）被共済者の居住している建物に、風水害
等により損害（浸水による損害を除き、雨
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　　　　共済金の種類　　　　　　　　　　主な支払事由

死亡弔慰金

重度障害見舞金

住宅災害見舞金
火災等および

自然災害
【交運１型・交運３型】

（　　　　　　 ）

【契約概要と注意喚起情報について】
このご契約のてびき（契約概要・注意喚起情報）は、ご契約に際して特にご確認いただきたい重要事項をご説明するものです。ご契約の前に必ずお読みいただ
き、内容を確認・了承のうえお申し込みください。この「ご契約のてびき」はご契約に関するすべてを記載したものではありません。ご不明な点がありました
ら、全国交通運輸産業労働者共済生活協同組合（以下、「この組合」といいます。）までお問い合わせください。
なお、ご契約の内容は商品名に応じた事業規約・細則によって定まります。ご契約内容となる事業規約・細則は、この組合までお問い合わせください。

　　　　　　　共済商品の内容をご理解いただくための事項
　　　　　　　ご契約に際して契約者にとって不利益になる事項等、特にご注意いただきたい事項

【用語のご説明】
  用語 説明
 お 親 養父母、継父母を含みます。
 き 共済金受取人 支払事由が発生した場合に、この組合に共済金を請求し、共済金を受け取ることができる人をいいます。
   また、共済金受取人のうち、被共済者等の死亡を原因として支払う共済金の受取人を死亡共済金受取人といいます。
  共済事故 共済金が支払われる事由をいいます。以下、「支払事由」といいます。
 け 契約者 この組合と共済契約を結び、契約上の権利と義務を有する人をいいます。
 こ 子 養子、継子およびこれらの配偶者を含みます。
 は 配偶者 内縁関係にある方および戸籍上の性別が同ーであるが婚姻関係と異ならない程度の実質を備える状態にある方（以下「内縁関係にある方等」）を含みます。
   ただし、契約者または内縁関係にある方等に婚姻の届出をしている配偶者がいる場合を除きます。
   ※内縁関係にある方等とは、生活実態をもとにこの組合が認めた方をいいます。
 ひ 被共済者等 被共済者、被共済者の配偶者、被共済者の子、被共済者の親および被共済者の配偶者の親をいいます。
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  ９．共済金をお支払いできない主な場合（主な免責事由）

（1）次のいずれかに該当する場合、共済金を支払いません。下記に掲載さ
れている事由はすべてではありません。詳細はこの組合までお問い合
わせください。
① 被共済者等および共済金受取人の故意または重大な過失によるとき。
② 被共済者等の犯罪行為によるとき。

（2）次のいずれかの事由により生じた損害および次のいずれかに該当する
損害に対しては、住宅災害見舞金を支払いません。
① 直接原因であるか間接原因であるかを問わず、戦争、外国の武力行使、

革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これらに類似の事変または
暴動（群衆または多数の人の集団の行動により全国または一部の地区
において著しく平穏が害され、治安維持上重大な事態と認められる
状態をいいます）。

② 直接原因であるか間接原因であるかを問わず、核燃料物質（使用済燃
料を含みます。以下同じです。）もしくは核燃料物質により汚染され
た物（原子核分裂生成物を含みます。）の放射性、爆発性その他の有害
な特性またはこれらの特性による事故。

③ ②以外の放射線照射または放射能汚染。
④ ①～③までの事由により発生した事故の延焼または拡大。

⑤ 発生原因がいかなる場合でも、①～③までの事由による事故の延焼
または拡大。

⑥ ①～③までの事由に伴う秩序の混乱。
⑦ 被共済者の居住している建物の欠陥、自然の消耗もしくは劣化、平

常の使用または管理において通常生じ得る外観上の損傷または汚損 
など。

（3）地震等が発生した日から10日を経過した後に生じた損害に対しては、
「８．共済金をお支払いする主な場合」の災害タイプの住宅災害見舞金
（3）を支払いません。

  10．クーリングオフについて
契約者等は、申込日を含めた８営業日以内であれば、書面または電磁的記録
により、申し込みの撤回（クーリングオフ）ができます。
※クーリングオフをする場合、契約の種類、申込日、契約者等の氏名、住所、

クーリングオフをする旨をこの組合にお申し出ください。詳しくは所属団
体を通じて、この組合までお問い合わせください。

  11．契約の成立と効力の発生について
この組合が契約の申込みを承諾した場合、契約はその申込日に成立したもの
とみなし、かつ、協定書で定める日の午前零時から保障が開始されます。

  12．掛金の払込猶予期間・契約の失効
（1）この組合は、第２回以後の掛金の払込みについて、払込期日の翌日か

ら１ヵ月間の猶予期間を設けます。
（2）（1）にかかわらず、掛金口座振替特則を付帯した場合は、払込期日の翌

日から３ヵ月間とすることができます。 
（3）（1）および（2）にかかわらず、地震、津波、噴火その他これらに類する

天災によりその払込みが一時困難である場合は、延長することができ
ます。 

（4）払込猶予期間内に掛金が払い込まれない場合、契約は失効します。

  13．共済金支払いの分割・繰り延ベ・削減
戦争その他の非常の出来事、地震、津波、噴火、その他これらに類する天災
の非常時には、総代会の議決を経て共済金の分割支払い、繰り延べ支払い、
削減をすることがあります。

  14．契約の無効について
次のいずれかに該当する場合、契約の全部または一部は無効となります。

（1）契約者が発効日または更新日にすでに死亡していたとき。
（2）契約者が発効日または更新日にすでに団体の構成員でなくなっていた

とき。
（3）共済契約の種類（型）ごとの口数が１口をこえていたときはこえた部分

の口数、または支払事由ごとの共済金額が、それぞれに規定する最高
限度をこえていたときは、そのこえた部分の共済金額。

※すでに共済金を支払っていたときは返還していただきます。
※契約が無効の場合、当該契約の掛金の全部または一部を契約者にお返しし

ます。

  15．共済金の不法取得目的による無効
契約者が共済金を不法に取得する目的または他人に共済金を不法に取得させ
る目的をもって契約の締結をした場合には、その契約を無効とし、掛金は返
還しません。また、すでに支払われた共済金および返戻金については、返還
していただきます。

  16．詐欺等による契約の取り消について
契約者または共済金受取人が、申し込みの際、詐欺・強迫行為を行ったとき
には、契約が取り消されることがあります。
※支払事由が発生した後に、取り消された場合でも共済金は支払いません。

また、すでに共済金を支払っていたときには、返還していただきます。
※取り消された場合、契約当初からの払込掛金は返還しません。

  17．契約の解除
次のいずれかに該当する場合、契約は解除されることがあります。

（1）共済金受取人が、共済金請求および受領の際、詐欺行為を行い、また
は行おうとしたとき。

水等の吹き込み、浸み込みまたは漏入に
よる建物内部の損害については、建物の
外側の部分（建物の外壁、屋根、開口部等
をいいます）の損壊を伴うものまたは給排
水設備の不測かつ突発的な事故によるも
のに限ります。）が生じ、その損害の額が
20万円をこえる場合、または、床上浸水
をこうむった場合。

（3）被共済者の居住している建物に、地震等
を直接または間接の原因とする焼失、損
壊、埋没または流失により損害が生じ、
その損害の額が20万円をこえる楊合。

※（1）～（3）について、被共済者が居住してい
ない建物でも被共済者と生計を一にする親
族が居住している場合には、あらかじめ申
し出ることで居住している建物にかえて対
象とすることができます。

被共済者が傷病により、次の日数を連続して
休業した場合

（1）14日以上   （2）30日以上   （3）90日以上

被共済者が結婚した場合

被共済者が結婚25周年記念日を迎えた場合

被共済者に子が出生した場合

被共済者と生計を一にする被共済者の子が小
学校に就学した場合
※上記の小学校とは、学校教育法に定めるも

の、またはそれと同等程度の教育段階の学
校および教育施設をいいます。

被共済者が所属する団体の構成員となってか
ら、所属期間 30年を経過した場合
※総合共済の加入年数は問いません。

被共済者が所属する団体の構成員となってか
ら３年以上の所属期間を経過して、所属する
団体を退職により脱退する場合。ただし、当
該団体の定める規程に違反して当該団体の構
成員の資格を喪失した場合、または死亡によ
り退職した場合を除きます。
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傷病見舞金
【交運１型・交運３型】　

結婚祝金
【交運１型・交運３型】

銀婚祝金
【交運１型・交運２型】

出生祝金
【交運１型・交運３型】

就学祝金
【交運１型】

勤続祝金
【交運１型・交運３型】

退職餞別金
【交運１型・交運３型】
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（2）被共済者等または死亡共済金受取人が、共済金を支払わせることを目
的として、支払事由を発生させ、または発生させようとしたとき。

（3）被共済者等または死亡共済金受取人が、反社会的勢力に該当すると認
められるとき、またはこれらの反社会的勢力と社会的に非難されるべ
き関係を有していると認められるとき。

※「反社会的勢力」とは、暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日か
ら５年を経過しない人を含みます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企
業その他の反社会的勢力をいいます。

※「社会的に非難されるべき関係」とは、反社会的勢力に対する資金等の提
供や便宜の供与、反社会的勢力の不当な利用を行うこと等、共済金受取
人が法人である場合に、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、また
はその経営に実質的に関与していると認められること等をいいます。

（4）前記（1）～（3）までのいずれかに該当するほか、この組合との信頼関係
が損なわれ、契約の存続を困難とする重大な事由があるとき。
※支払事由が発生した後に、契約が解除された場合でも共済金は支払

いません。また、すでに共済金を支払っていたときは返還していた
だきます。

※契約が解除された場合、契約当初からの払込掛金は返還しません。
当該契約の未経過共済期間（１ヵ月に満たない端数日は切り捨てます）
に相当する掛金を返還します。

※前記（3）の事由のみに該当した場合で、該当したのが一部の死亡共済
金受取人のみであるときは、その受取人に支払われるべき共済金等
はお支払いできません。

  18．契約の消滅
契約者が死亡した場合には、契約は消滅します。なお、生命タイプの規定に
より共済金が支払われたときは、未経過共済期間（１ヵ月に満たない端数日
は切り捨てます）に相当する掛金は返還しません。

  19．解約と解約返戻金
次のいずれかの場合、契約者は将来に向かって契約を解約することができま
す。

（1）当該団体が解散したとき。
（2）当該団体の契約者全員が契約を解約することについて同意したとき。
（3）契約者が退職したとき。
（4）契約者が団体の構成員でなくなったとき。

※解約する場合は、所定の書類を提出してください。
当該契約の未経過共済期間（１ヵ月に満たない端数日は切り捨てます）
に相当する掛金を返還します。

【お客さまに関する個人情報の取り扱いについて】
組合員・お客さまからご提供いただいた個人情報は、ご本人かどうかの確認、
共済契約の締結・維持管理、共済金の支払いに関する業務や保障に関する情
報のご提供、交運共済生協（正式名称「全国交通運輸産業労働者共済生活協
同組合」）およびこくみん共済 coop （正式名称「全国労働者共済生活協同組合
連合会」）の事業・各種共済商品、各種サービスの案内などの目的のために利
用させていただきます。
また、組合員・お客さまの特定個人情報は「行政手続における特定の個人を
識別するための番号の利用等に関する法律（番号法）」にもとづき適切に取り
扱います。
〇所属団体について

所属する労働組合等（以下「所属団体」といいます。）を通じて加入する場合
は、本契約に関する個人情報（特定個人情報を除く）を所属団体へ提供させ
ていただきます。

〇医療機関等について
共済金の適正かつ迅速な支払いを行うために必要な範囲内の個人情報を医
療機関、共済金の請求・支払いに関する関係先等に提供することがありま
す。

〇再共済（再保険）について
再共済（保険）契約の締結や再共済（保険）金の請求等のため、再共済（保険）
の取引先等に対して本契約に関する個人情報を提供することがあります。

※個人情報の取り扱いに関する詳細は、下記ホームページ
　（http://www.kouun.or.jp）をご参照ください。

【団体事務手数料のお支払いについて】
契約者が所属する労働組合等（以下「所属団体」といいます。）を通じてご加

入される場合、契約等にかかわる事務手続きは契約者からの委任にもとづい
て所属団体が代行することとなります。この組合は、この事務手続きに際し
て生じる費用相当額を所属団体に事務手数料としてお支払いします。

【ご契約者の皆さまへ】
この組合は、将来の支払いに備えて、厚生労働省令に定められている共済契
約準備金の積み立てを行っています。また、資産運用のリスクを適切に管理
し、健全な資産運用を行っています。
この組合は、これからも引き続き健全な経営に努めていくとともに、情報開
示を積極的に行っていきます。また、個人情報保護法をはじめ関連する法令
等を遵守し、お預かりしたお客さまに関する情報について厳重な管理体制の
もとに正確性・機密性・安全性の確保に努めています（※詳しくはこの組合
にお問い合わせください）。

【新しく組合員になられる方へ（出資金について）】
この組合は、消費生活協同組合法にもとづき、非営利で共済事業を営む生活
協同組合です。生活協同組合は、組合員の参加により運営されており、出資
金をお支払いいただくことで組合員となることができ、共済に加入できます。
新しく組合員になるには、１口（50円）の出資が必要です（生活協同組合運営
のために20口（1,000円）以上の出資をお願いしています）。

【苦情のお申し出先と異議の申し立てについて】
１．苦情のお申し出先

この組合に対するご相談・ご不満などがございましたら、この組合まで
ご連絡ください。

２．異議の申し立て
共済契約および共済金の支払いに関するこの組合の決定に不服がある共
済契約者または共済金受取人は、この組合におく審査委員会に対して異
議の申立てをすることができます。

【組合員について】
１．組合員の資格

（1）この消費生活協同組合（全国交通運輸産業労働者共済生活協同組合を意
味しており、以下「この組合」といいます）の区域内に勤務する者は、
この組合の組合員となることができる。

（2）この組合の区域の付近に住所を有する者または当該区域内に勤務して
いた者で、この組合の事業を利用することを適当とするものは、この
組合の承認を受けて、この組合の組合員となることができる。

２．届出の義務
組合員は、組合員たる資格を喪失したとき、またはその氏名もしくは住
所を変更したときは、速やかにその旨をこの組合に届け出なければなら
ない。

３．自由脱退
（1）組合員は、事業年度の末日の90日前までにこの組合に予告し、当該事

業年度の終わりにおいて脱退することができる。
（2）この組合は、組合員が住所の変更届を２年間行わなかったときは、脱

退の予告があったものとみなし、理事会において脱退処理を行い、当
該事業年度の終わりにおいて当該組合員は脱退するものとする。

（3）前項の規定により脱退の予告があったものとみなそうとするときは、
この組合は事前に当該組合員に対する年一回以上の所在確認を定期的
に行うとともに、公告等による住所の変更届出の催告をしなければな
らない。

（4）第２項の規定により理事会が脱退処理を行ったときは、その結果につ
いて総代会に報告するものとする。

４．法定脱退
組合員は、次の事由によって脱退する。

（1）組合員たる資格の喪失　（2）死亡　（3）除名
５．除名

（1）この組合は、組合員が次の各号のいずれかに該当するときは、総代会
の議決によって、除名することができる。
① ３年間この組合の事業を利用しないとき
② この組合の事業を妨げ、または信用を失わせる行為をしたとき

（2）前項の場合において、この組合は、総代会の会日の５日前までに、除
名しようとする組合員にその旨を通知し、かつ、総代会において弁明
する機会を与えなければならない。

（3）この組合は、除名の議決があったときは、除名された組合員に除名の
理由を明らかにして、その旨を通知するものとする。

契約概要 注意喚起情報

注意喚起情報


